	配電盤・分電盤製造業


売上高は平成21年に大きく落ち込んだ。22年央より、引合や見積りの件数は持ち直しに向かったが、受注単価のさらなる下落が続いたため、売上高では22年も減少となり、23年に入って、ようやく、下げ止まりから微増に向かった。

新分野への取組では、太陽光発電に関わる企業が少なからずみられる。
業界概要
配電盤は建築物内に設置され、送電線や配電線から引き込まれ、受電した電気を各種の電気系統へ配電する。そして、監視、計測、制御、記録等によって集中的に管理できるようにした機器である。こうした建築物向け以外に工場の生産ライン等の設備向けに配電、制御する機器もある。なお、電圧は、変電所間や電柱上の変圧器を通して降圧されていくが、大規模事業所や大型施設の大口需要家では、特別高圧（2.2万ボルト等）、高圧（6,600ボルト等）で、小規模事業所や一般家庭では低圧（100～400ボルト）で、それぞれ受電するため、それぞれの電圧に対応した配電盤が使用される。
分電盤は配電盤に比べると小規模で、ビルの各階や各テナント内、個別住宅内に設置され、コンセントや照明器具等の電灯設備への電源供給、回路の分岐や電路の保護（過電流や漏電の検出と回路遮断等）が行われる。また、産業用では工場内の機械設備への配電を行う。
大阪府における21年の事業所数及び出荷額をみると、配電盤は93事業所、356億7,100万円（全国比8.9％、9.1％）、分電盤は53事業所、110億1,900万円（同8.6％、9.2％）となっている（経済産業省『工業統計表』品目編、従業者４人以上の事業所分）。大阪府の事業所数の府県別順位は上記２品目とも愛知県に次いで第２位である。出荷額の順位は、配電盤は静岡県に次いで第２位、分電盤は愛知県に次いで第２位となっている。
企業規模は、大手から中小までみられる。大手は標準品（カタログ品）やセミ（イージー）・オーダー品を扱い、大規模な受変電設備等も製作する。なお、家庭用分電盤はほとんど標準品であり、大企業の分野である。一方、中小企業は特注品に強みを持ち、受注先の事業内容、仕様にきめ細かく対応した製品や、工場の電気設備向けを扱う。そして、製品の設置に関連して電気工事企業や設備機器メーカーとも協力し、発注元の事業所の生産設備等に関わる電気工事も分担する。

受注面で、建築物向けは、ゼネコン、サブコン、大手電気工事企業、電材卸売企業から、また、工場の電気設備向けでは設備機器メーカーから、それぞれ受注する。

生産工程は、仕様書に基づく設計、購入する部品の選定（開閉器、遮断器等ほとんどの部品は大手重電機器メーカー製造の標準品を電材卸売企業から購入）、キュービクル（外箱）の製作、部品類の組込み等からなる。なお、板金加工（キュービクル製作）や塗装は中小企業では、キュービクルを内製する規模の大きい企業に生産を委託している。

売上高は微増　
売上高は21年に前年比で大きく落ち込んだが、22年には減少幅が縮小し、23年に入って下げ止まりから微増に向かった。なお、引合及び見積りの件数は、22年央から持ち直しているが、受注単価が引き続き下落しているため、売上高の回復は遅れており、現状は横ばいから微増となっている。

建築物の新築工事関連は、都心の商業・オフィス複合ビル、駅前の商業・住宅複合ビル等の大口物件の受注例もみられるが、全体として、微減傾向をたどっている。一方、既存のビル等の改修工事関連は概ね堅調である。改修に際しては、そのビル等が建てられた当時または前回の改修時より電気の使用量が増え、受電契約がより高圧へ切り替えられる例が多いが、そのための電気設備の増設や大型品への入替えに伴う受注もみられる。さらに、節電、省エネのために、使用電力の監視、制御（空調機器関連）等に関連した受注も増えている。
工場の電気設備向けでは、22年頃より持ち直しており、受注先工場の生産ラインや設備の変更等に伴う小口の受注に動きがみられている。

なお、官公需関連は減少傾向が続いているが、最近の例では、浄水及び下水施設の電気設備の増設や改修、地下鉄関連電気工事といった例がみられる。
震災関連の受注は小口・短納期
東日本大震災の影響をみると、生産面では、４月以降、電線や一部の電子部品の入手が困難となり、生産に支障が出る例がみられた。とくに、電線は一時、各社の過去の取引高に応じて仕入が割り当てられたが、６～７月にはほぼ平常に戻った。
需要面では、震災後、受注先から製品納入の延期や中止の要請を受け、その影響を受ける例がみられた。

一方、特需について、小口・短納期ではあったものの、関東以北の過去の納入先企業から電気設備の点検、修理、入替えに伴う受注がみられた。
このほか、小口ながら被災地の仮設住宅向けの分電盤の引合もみられた。
円高が続けば間接的な影響が懸念される
輸出入に関連して、半製品に加工された金属材料を海外調達する例はみられるが、量的に多くはなく、円相場変動による取引高の変化はみられない。一方、配電盤等の完成品は輸出入とも少ない。電気設備技術の国際規格（ＩＥＣ規格）に適合すれば、輸出入は可能であるが、特注品が多く、短納期であることや、関連する他の電気設備との整合も背景にあるようである。

こうした中、間接的影響ではあるが、工場の電気設備向けを扱う企業の場合、円高によって受注先が国内での設備投資を抑制したり、海外生産を強化すれば、受注が減少することが懸念されている。
収益は厳しいながらやや改善

コスト面で、部品や資材の価格は、これまで低下傾向が続いていたこともあり、現在は底ばいとなっている。一方、受注単価は近年、低下傾向をたどっており、とくに建築物向けは大口物件ほど単価の下落幅は大きい。なお、工場の電気設備向けでは、受注先の生産内容の変化への対応や、メンテナンスによる継続的な取引関係があり、厳しいとはいえ建築物向けほど単価は下落していない。

以上のように、単価の引下げ要請は厳しいが、引合や受注件数が持ち直しているため、収益は厳しいながらやや改善されている。

設備投資は一部で動き

製品は特注品が多いことから、1人又は複数のチームによる「セル生産」で組み立てられており、生産
設備は比較的少ない。ただし、キュービクル（外箱）の板金・塗装も内製する企業では、ＣＡＤ・ＣＡＭシステムの水準を高め、金属板のレーザ加工、粉体塗装の一層の効率化が進められている。
このほか、府内工場に太陽光の自家発電設備を導入した例、工場及び事務所内の照明を水銀灯から消費電力の少ない発光ダイオード（ＬＥＤ）へ順次、入替えていたのを今春の節電要請を機に前倒しで全面実施した例がみられる。
雇用抑制と人材の育成
従業者数は横ばい又は微減の企業が多い。ただし、各社とも人材の育成には力を入れている。これは、受注先の事業内容や電力制御ニーズの変化にきめ細かく対応した製品の設計、セル生産による製作及び設置に関連した電気工事等、各担当者の技術力に依存する部分が大きいためである。このため、従業者の技術力向上の一環として、配電制御システム検査技士、電気主任技術者、電気工事士といった各種資格取得の支援を行う企業は多い。
新分野への取組
各社とも配電盤・分電盤を中心に、制御盤、監視盤等、扱い分野を広げる動きがみられてきたが、ここ数年の取組をみると、電気自動車用充電スタンド、太陽光発電関連機器といった例がみられる。

なかでも、太陽光発電関連機器の自社内製作または委託生産に取組む企業は増えている。これら企業の中には、事業所向けの太陽光発電システムを開発し、受注先のニーズに合わせた設計、製作、設置工事（メンテナンスを含む）を行う中小企業の例もみられる。同社では、太陽電池モジュール（ソーラーパネル）やパワーコンディショナー（直流・交流変換器）は外注するが、太陽光発電接続箱、直流・交流集合箱、気象信号変換器、表示装置は内製している。このほか、再生鉛蓄電池を活用した充電・放電制御装置や、既存のパソコンを利用できる電力監視システムを扱うのも特徴である。同社の納入先には、野球場、メガソーラー（太陽光の大規模発電所）、空港旅客ターミナル等の大口物件もみられ（共同受注を含む）、このほか、ＯＤＡ（政府開発援助）向けも受注しており、対象国の太陽光発電システム構築にも関わっている。
今後の見通し

建築物向けについて、既存の建築物向けの更新需要の引合は底堅く推移するとみられる。ただし、工事予算の削減が求められる中、単価面での一層の厳しさが懸念される。一方、工場の電気設備向けで、受注先との結び付きが強い場合、受注単価や利益の確保は概ね維持できるものの、受注先が今後、円高を背景に国内での設備投資を抑制したり、海外事業に目を向ける動きが不安材料となっている。

新分野について、太陽光発電関連は、わが国の電力供給事情の変化や、同発電システムの導入支援制度の充実により需要の伸びが期待される。なかでも、事業所向けは受注先の事業内容に対応した特注部分が必要で、中小企業が強みを発揮できるといわれ、自社の本業と関連させつつ、今後の発展を期待する企業が多い。
震災復興需要では、利益確保はあまり期待できないが、今後、引合及び見積りが本格化し、量的な需要が増加することが予想される。　　　　（松岡　信明）
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　　特別高圧は2.2万ボルト等、高圧は6.6千ボルト等、

　　低圧は400、200、100の各ボルト。

配電盤・分電盤の生産高の推移（全国）

（単位：百万円、％）

資料：経済産業省『機械統計年報』『機械統計月報』

(注)対象は常用従業者50人以上の事業所。

　（　）内は前年比、前年同期比。
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